新型コロナウイルス感染症対策に係る消費者還元補助金交付要綱
（目的）
第１条　この要綱は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け需要が低迷している町内事業者の商品等の消費拡大を目的に、その事業者（団体又は法人及び個人）が行う事業に要する経費について、予算の範囲内において消費者還元補助金（以下、「補助金」という。）を交付することついて必要な事項を定める。
（交付対象者）
第２条　補助金を受けることができるものは、吉野町内の事業者で、次の各号の要件をすべて満たすものとする。
(1)町内事業者の商品及びサービスを幅広く取扱いでき、広く周知の体制を整えていること
(2)政治活動、宗教活動を目的としない事業者
(3)法令等に違反する活動を行っていない事業者
（対象事業）
第３条　補助金の対象となる事業は、次の各号に掲げるすべての要件を満たすものとする。
(1)インターネットを通じて、町内の５事業者以上の商品及びサービスの販売
を行なっていること
(2)サイト内で、代金の決済が行なわれていること
（補助対象経費及び交付金額）
第４条　補助金の対象となる経費は次の各号に定めるとおりとする。
(1)交付対象事業者が実施する割引サービスにおいて、消費者に還元する割引額においては通常価格（販売価格又はサービス提供価格として通常設定している価格等）の２割を、補助対象の上限とする
(2)前項の規定により算出した補助金の額に１円未満の端数があるときは、こ
れを切り捨てる
(3)送料及び決済に関する手数料は、補助対象外とする
（交付申請及び交付事務）
第５条　交付申請及び交付決定等は、吉野町補助金等交付規則（平成12年12月吉野町規則第23号）の規定に基づき行うものとする。なお、申請の際には、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1)インターネットを通じて、町内の５事業者以上の商品及びサービスの販
売を行なっていることがわかる書類
(2)サイト内で、代金の決済が行なわれていることがわかる書類
（補助金の支払い）
第６条　町長は、補助金の交付を決定した場合において、交付対象事業者の請求をもって補助金を支払うものとする。なお、請求の際には、補助金に係る経費が確認できる書類の写しを添付するものとする。
（指示及び検査）
第７条　町長は、補助金の交付決定を受けたものに対し、必要な指示をし、又は書類、帳簿等の検査を行うことができる。
（その他）

第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
附　則

　この要綱は、令和２年６月２９日から施行する。
